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　貸借対照表や行政コスト計算書などの財務書類をさまざまな観点から分析することにより、地方

公共団体の財政状況を判断します。分析の手法としては指標・比率分析を用い、貸借対照表・行政

コスト計算書に関する分析内容を記載します。なお、分析に当たっての計算式は総務省「統一的な

基準による地方公会計マニュアル（令和元年8月改訂）」の「財務書類等活用の手引き」を参考に

しています。

　１．資産の状況　（総務省「財務書類等活用の手引き」324～327頁）

　本節では、資産残高に着目し、将来世代に残る資産、自治体の規模（財政や人口など）に対する

資産の多寡を分析します。

　基金のような資産は多いほど余裕があると言えますが、有形固定資産は将来のコストを発生させ

る要因となりますので、適正なレベルで維持することが重要であると考えられます。

　また、資産が形成されてからの時間の経過度合いを示す有形固定資産減価償却率についても

分析します。

　　１－１　住民一人当たり資産額（円）

　決算年度末時点で保有している資産の総額を同時点の人口で除し、住民一人当たりの資産額

を表します。経年の推移や同規模の地方公共団体での資産量を比較するときに用います。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

3,439,932 4,236,443 4,570,970

53,153,834,413 65,461,522,429 70,630,628,730

15,452 15,452 15,452

3,358,204 4,144,457 4,493,005

81,728 91,986 77,965

住民一人当たり資産額　＝　資産合計　÷　人口

人口（1月1日時点）（人）

増減（円）

住民一人当たり資産額（円）

貸借対照表　資産総額（円）

前年度結果（円）
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　　１－２　歳入額対資産比率（年）

　決算年度の歳入額と資産残高を比較し、決算年度末時点の規模の資産を整備しようとし

た場合に何年分の歳入が必要かを表します。これにより、自治体の歳入規模に対する資産

の形成度合いを測ることができます。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

3.8 3.2 2.6

53,153,834,413 65,461,522,429 70,630,628,730

14,079,683,736 20,259,439,607 26,742,272,574

3.8 3.3 2.7

0.0 △ 0.1 △ 0.1

　　１－３　有形固定資産減価償却率（有形固定資産全体）（％）

　償却対象資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を求めることで、減価償却の

進行度合いを表現します。数値が高いほど建替えや改修などのコストがかかる時期が近い

ことを示します。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

67.1 64.4 64.2

128,950,403,110 144,872,154,204 151,192,256,813

86,577,822,598 93,282,739,992 96,998,142,088

66.6 63.7 63.4

0.6 0.7 0.7

増減（年）

有形固定資産減価償却率（％）

貸借対照表
償却対象資産の取得価額合計（円）
貸借対照表
減価償却累計額（円）

※償却対象資産とは、貸借対照表の「建物」、「工作物」、「船舶」、「浮標」、「航空機」、「その他」

「物品」を示す。

前年度結果（％）

増減（％）

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計　÷　歳入総額

歳入額対資産比率（年）

貸借対照表　資産総額（円）

歳入総額（円）

前年度結果（年）

有形固定資産減価償却率　＝　減価償却累計額　÷　償却対象資産の取得価額合計
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　　１－４　資産種類別有形固定資産減価償却率（％）

　建物や工作物といった種類（勘定科目）別に有形固定資産減価償却率を表示します。さらに、

固定資産台帳を確認することで、個別資産の経過年数が分かりますので、今後の整備方針を

策定する際の目安にすることができます。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

64.4 64.4 62.9

65.8 59.4 59.4

51.2 51.2 50.0

68.7 65.0 65.0

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

7.5 7.5 8.5

0.0 100.0 100.0

94.9 86.6 81.8

　２．資産と負債の比率　（総務省「財務書類等活用の手引き」327～329頁）

　現在保有している資産を形成するにあたって、現世代以前の負担額、将来世代の負担額を分析

します。ここでいう将来世代の負担とは、貸借対照表の負債をベースとした指標で示しますが、

資産形成度の項でも説明したように、公共施設の維持・更新といった負担もあります。

　　２－１　純資産比率（％）

　資産総額に占める純資産総額の割合を求めます。これが、いわゆる現世代「以前」による

負担割合になります。

有形固定資産減価償却率
（建物　インフラ資産）（％）
有形固定資産減価償却率
（工作物　事業用資産）（％）
有形固定資産減価償却率
（工作物　インフラ資産）（％）

有形固定資産減価償却率
（航空機）（％）
有形固定資産減価償却率
（その他　事業用資産）（％）
有形固定資産減価償却率
（その他　インフラ資産）（％）
有形固定資産減価償却率
物品（％）

有形固定資産減価償却率
（船舶）（％）
有形固定資産減価償却率
（浮標等）（％）

有形固定資産減価償却率
（建物　事業用資産）（％）
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一般会計等
地方公共団体

全体
連結

76.8 66.4 65.3

40,827,318,778 43,453,602,728 46,107,869,570

53,153,834,413 65,461,522,429 70,630,628,730

77.2 66.6 65.4

△ 0.4 △ 0.2 △ 0.2

　　２－２　社会資本等形成の世代間負担比率（％）

　本指標は、将来世代の負担比率を表します。具体的には、有形固定資産及び無形固定資産の

総額に対し、これらの資産を整備するために用いられた財源のうち「未払分」（決算翌年度以降に

支払う義務があるもの）の割合を指しています。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

13.3 15.5 16.1

9,534,170,243 11,825,072,647 12,527,185,269

1,383,657,363 1,660,889,987 1,758,270,152

- - -

15,083,000 15,083,000 15,083,000

- - -

4,612,718,000 4,612,718,000 4,612,718,000

- - -

47,384,416,342 56,941,360,096 59,894,451,224

- 171,516,723 179,699,948

12.2 15.0 15.7

1.1 0.5 0.4

社会資本等形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）（％）

純資産比率　＝ 純資産総額　÷　資産総額

社会資本等形成の世代間負担比率　＝　(地方債残高　＋　翌年度償還予定地方債残高　-　特
例債)　÷　（有形固定資産総額　＋　無形固定資産総額）

前年度結果（％）

増減（％）

前年度結果（％）

増減（％）

貸借対照表　無形固定資産総額（円）

地方債残高（円）

翌年度償還予定地方債残高（円）

貸借対照表　有形固定資産総額（円）

臨時財政特例債（円）

減税補填債（円）

臨時税収補填債（円）

臨時財政対策債（円）

減収補填債特例分（円）

純資産比率（％）

貸借対照表　純資産総額（円）

貸借対照表　資産総額（円）
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　３．負債の状況　（総務省「財務書類等活用の手引き」329～332頁）

　決算年度末時点での負債の程度を分析し、今後の財政が健全に推移するかどうかの判断

材料とします。社会情勢や景気動向、国の方針などに左右される部分はありますが、決算年度

までの傾向を知ることによって将来の負担が見えてきます。

　ただし、地方公共団体における負債には、交付税措置等によって国が一部負担するものや、

負担の公平性の観点から発生したものがあるため、民間企業における負債とは多少異なる

意味があります。

　　３－１　住民一人当たり負債額（円）

　決算時点での住民一人当たり負債額です。経年の変化や他団体比較を行う際に用います。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

797,729 1,424,276 1,587,028

12,326,515,635 22,007,919,701 24,522,759,160

15,452 15,452 15,452

765,367 1,384,297 1,553,098

32,362 39,979 33,930

　　３－２　基礎的財政収支（プライマリーバランス）（円）

　自治体の基礎的な財政力を示します。具体的には、基本的な地方税や使用料などの収入

及び建設事業に充てられる国や県の支出金の合計と、行政サービスを提供するために必要

な費用及び公共施設などを整備するためにかかる費用を差引し、合計から利息の支払い

を除いたものを指します。プラスだと黒字、マイナスなら赤字です。

住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額 ÷ 人口

貸借対照表　負債総額（円）

人口（1月1日時点）（人）

住民一人当たり負債額（円）

前年度結果（円）

増減（円）
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一般会計等
地方公共団体

全体
連結

233,831,032 601,784,466 622,725,802

1,923,806,609 2,075,582,325 2,182,948,780

13,455,514 48,840,228 61,927,073

△ 2,037,898,908 △ 1,968,394,533 △ 2,057,916,629

370,208,817 481,497,446 488,137,798

35,741,000 35,741,000 52,371,220

466,758,222 892,536,219 746,857,170

△ 232,927,190 △ 290,751,753 △ 124,131,368

　４．行政コストの状況　（総務省「財務書類等活用の手引き」332～334頁）

　現在の水準の行政サービスを提供する上でかかる経費について考え、行政サービスの効率性を

検証します。

　　４－１　住民一人当たり行政コスト（円）

　行政コスト計算書にて計算される純行政コストについて、住民一人当たりでどれくらいかか

っているのかを表します。住民一人当たりにすることで、人口規模の近い団体と比較すること

が可能となります。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

760,372 1,001,213 1,186,752

11,749,268,594 15,470,738,765 18,337,684,197

15,452 15,452 15,452

824,235 1,056,461 1,190,397

△ 63,863 △ 55,248 △ 3,645

行政コスト計算書　純行政コスト（円）

人口（1月1日時点）（人）

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

資金収支計算書　業務活動収支（円）

資金収支計算書　支払利息支出（円）

前年度結果（円）

増減（円）

資金収支計算書　投資活動収支（円）

住民一人当たり行政コスト（円）

住民一人当たり行政コスト ＝　純行政コスト　÷　人口

基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支 ＋ 投資活動収支　+　基金積立金支出
 -　基金取崩収入＋ 支払利息支出

資金収支計算書　基金積立金支出（円）

資金収支計算書　基金取崩収入（円）

前年度結果（円）

増減（円）
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　　４－２　性質別行政コスト

　行政コスト計算書の費用について性質別の割合を示します。他団体や経年比較を行うことで、

自治体の特徴や決算年度の傾向等を把握できます。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

12.8 10.8 16.5

42.0 35.5 31.9

0.7 1.0 1.6

40.9 50.0 47.9

3.7 2.8 2.1

100.1 100.1 100.0

※端数処理により、合計が100％にならない場合があります。

　５．受益者負担の状況　（総務省「財務書類等活用の手引き　335頁）

　決算年度中の行政サービスにかかる経費を、使用料や手数料等の直接的な対価でどのくらい

賄っているかを表し、受益者にかかる負担を測ることができます。

　　５－１　受益者負担比率（％）

　行政コスト計算書の経常費用に対して、経常収益が占める割合を指します。

　税収などが主たる収入である一般会計は低く、使用料や負担金による独立採算が求められる

法適用企業会計では高くなる傾向があります。

一般会計等
地方公共団体

全体
連結

3.2 4.0 13.5

378,723,840 630,774,174 2,793,606,749

11,680,625,632 15,658,665,082 20,689,352,947

3.9 4.8 14.7

△ 0.7 △ 0.8 △ 1.2

人件費（％）

前年度結果（％）

受益者負担割合 ＝　経常収益　÷　経常費用

行政コスト計算書　経常費用（円）

行政コスト計算書　経常収益（円）

合計

増減（％）

その他（％）

物件費等（％）

その他の業務費用（％）

受益者負担割合（％）

移転費用（％)
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